
分任支出負担行為担当官
空知森林管理署長　　　武森　美紀男　　　

工事種別（業務区分） 工事概要  入札方式
林道改良工事 敷砂利930m3 路面整正3.1km 一般競争入札

契約年月日
令和3年9月30日

工事完成の時期
令和３年　　月

○ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という。）第73条の規定に基づく競争参加資格
別添「入札公告」のとおり

○ 競争に参加しようとした者の商号又は名称並びにそのうち競争に参加させなかった者の商号又は名称及びその者を参加させなかった理由
別紙「競争参加資格確認結果書」（別添１）のとおり

○ 入札者の商号又は名称及び各入札者の各回の入札金額
別紙「入札執行調書」（別添２）のとおり

○ 予定価格の作成に用いた積算価格についての内訳
別紙「工事積算内訳書」（別添３）のとおり

○ 予決令第91条第２項の規定により総合評価落札方式を実施した場合
・総合評価落札方式を実施した理由及び落札者決定基準別紙「入札公告」のとおり
・落札理由　　技術提案等の審査及び開札の結果、落札者決定基準を満たした入札者のうち、当該落札者が最も高い評価値であったため。

別紙様式３（一般競争入札）

工事（業務）名
矢野沢林道外改良工事

　　令和３年度　　空知森林管理署公共工事契約状況

施工場所
芦別市

令和3年9月30日

芦別市上芦別町215番地137　株式会社植田組　代表取締役　植田　義人
予定価格（税抜き） 

14,159,000円
契約金額（税抜き） 

13,400,000円

調査基準価格（税抜き）
12,353,060円

工事着手の時期
令和3年10月

 契約相手方の商号又は名称及び住所
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入札公告( 建設工事）

（ 難工事施工実績評価方式）

次のと おり 一般競争入札（ 政府調達対象外） に付し ま す。

令和３ 年８ 月20日

分任支出負担行為担当官

空知森林管理署長 武森 美紀男

１ 工事概要等

本工事を 難工事に指定する 。

本工事は、 受発注者間の情報共有シス テム の活用の試行工事である 。
( 1) 工 事 名 矢野沢林道外改良工事（ 電子入札対象案件）

( 2) 工事場所 芦別市 空知森林管理署 3401林班外

( 3) 工事内容 路盤工 3. 1km

路面整正 3. 1km

( 4) 工期 契約締結日の翌日から 令和３ 年12月24日ま で

( 5) 本工事の入札は、 適切かつ円滑な実施を 目的と し て、 仕様に基づく 簡易な施工計

画に係る 技術提案等を 求め、 当該技術提案等に基づき 、 価格以外の要素と 価格を 総

合的に評価し て落札者を 決定する 総合評価落札方式（ 簡易型） のう ち、 技術提案（ 簡

易な施工計画） の提出・ 評価を 省略し 、 品質確保のための体制その他の施工体制の

確保状況を 確認し 、 入札説明書等に記載さ れた要求要件を 確実に実現でき る かど う

かを 審査・ 評価する 施工体制確認型総合評価落札方式（ 簡易型（ 省略）） によ り 行

う 。

( 6) 本工事の入札は、 入札を 電子入札シス テム によ り 行う 。 なお、 電子入札シス テム

によ り がたい場合は、 発注者の承諾を 得て紙入札方式に代える こ と ができ る 。

( 7) 本工事は、「 建設工事に係る 資材の再資源化等に関する 法律」 ( 平成12年法律第10

4号) に基づき 、 分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付け

ら れた工事である 。

( 8) 主任技術者の専任に係る 取扱いについては、 工事の対象と なる 工作物に一体性若
し く は連続性が認めら れる 工事又は施工にあたり 相互に調整を 要する 工事で、かつ、

工事現場の相互の間隔が直線距離で10ｋ ｍ 程度又は移動時間60分程度の近接し た場
所において同一の建設業者が施工する 場合には、 建設業法施行令第27条第２ 項によ
り 、 同一の専任の主任技術者がこ れら の建設工事を 管理する こ と ができ る も のと す

る 。
なお、 こ の場合において、 同一の主任技術者が管理する こ と ができ る 工事の数は、



専任が必要な工事を 含む場合は、 原則2件程度と する 。 ただし 、 監理技術者には適用

し ない。

２ 競争参加資格

( 1) 予算決算及び会計令（ 昭和22年勅令第165号。 以下「 予決令」 と いう 。） 第70条及

び第71条の規定に該当し ない者である こ と 。

なお、 未成年者、 被保佐人又は被補助人であっ て、 契約締結のために必要な同意

を 得ている 者は、 予決令第70条中、 特別の理由がある 場合に該当する 。

( 2) 令和３ ・ ４ 年度の北海道森林管理局における 土木一式工事に係る Ｂ 等級、 Ｃ 等級

又はＤ 等級の一般競争参加資格の認定を受けている 者、 ま たは北海道森林管理局の

建設工事の（ と び・ 土工・ コ ン ク リ ート 工事） に登録さ れている 者（ 会社更生法（ 昭

和14年法律第154号） に基づき 更生手続開始の申立てがなさ れている 者又は民事再生

法（ 平成11年法律第225号） に基づき 再生手続き 開始の申し 立てがなさ れている 者に

ついては、 手続開始の決定後、 北海道森林管理局長が別に定める 手続に基づく 一般

競争参加資格の再確認を 受けている こ と 。）。

( 3) 会社更生法に基づき 更生手続開始の申立てがなさ れている 者又は民事再生法に基

づき 再生手続開始の申立てがなさ れている 者（ ( 2) の再認定を 受けた者を 除く 。） で

ないこ と 。

( 4) 平成１ ８ 年４ 月１ 日から 令和３ 年３ 月３ １ 日ま での１ ５ 年間に元請けと し て、 以

下に示す契約金額５ ０ ０ 万円（ 消費税込み） 以上（ 路体強化工は契約金額に制限な

し 。） の同種工事を 施工し た実績を 有する こ と （ 経常建設共同企業体が同種工事を

施工し た場合における 構成員の実績については、 出資比率が20％以上である 構成員

に限り 、 当該実績を 当該構成員の実績と し て認める 。）。 なお、 当該実績が森林管理

局長等（ 林野庁長官、 森林技術総合研修所長、 森林管理局長、 森林管理署長、 森林

管理署支署長、 森林管理事務所長、 治山センタ ー所長及び総合治山事業所長を いう 。

以下同じ 。） が発注し た工事のう ち 、 入札説明書に示すも のに係る 実績であ る 場合

にあっ ては、「 林野庁工事成績評定要領」（ 平成10年３ 月31日付け10林野管第31号林

野庁長官通知）第４ の３ に規定する 工事成績評定表の評定点( 以下「 評定点」と いう 。）

が65点未満のも のは実績と し て認めら れない。

経常建設共同企業体にあっ ては、 すべての構成員が上記の基準を 満たす施工実績

を 有する こ と 。

同種工事： 森林土木工事（ 治山事業における 渓間工事・ 山腹工事、 林道規程の

構造・ 規格に準ずる 保安林管理道も し く は作業道の新設、 維持修繕

工事、 林道事業における 新設、 改良、 災害復旧工事、 特殊修繕、 維

持修繕工事）

( 5) 次に掲げる 基準を すべて満たす主任技術者又は監理技術者を 建設業法（ 昭和24年

法律第100号） に基づき 当該工事に配置でき る こ と 。

ただし 、 建設業法第２ ６ 条第３ 項に規定する 工事については、 専任で配置でき る

こ と 。 ま た、 建設業法第２ ６ 条第２ 項に規定する 工事については、 専任の監理技術

者を 配置でき る こ と 。



なお、 監理技術者にあっ ては、 監理技術者の行う べき 職務を 補佐する 者と し て、

次に掲げる ③を除く 基準を すべて満たす者を 当該工事現場に専任で配置する 場合は、

２ 現場を 限度と し て兼務でき る こ と と する 。

① １ 級土木施工管理技士又は２ 級土木施工管理技士も し く はこ れと 同等以上の

資格を 有する 者である こ と 。

② 平成１ ８ 年４ 月１ 日から 令和３ 年３ 月３ １ 日ま での１ ５ 年間に、 ( 4) に掲げる

工事の経験を有する 者である こ と 。

なお、 当該工事が森林管理局長等が発注し た工事のう ち入札説明書に示すも

のである 場合にあっ ては、 工事成績評定の評定点が入札説明書に示す点数未満

である も のは経験と し て認めら れない。

③ 監理技術者にあっ ては、 監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を 有

する 者又はこ れに準ずる 者である こ と 。

( 6) 競争参加資格確認申請書（ 以下「 申請書」 と いう 。）、 競争参加資格確認資料（ 以

下「 資料」 と いう 。） の提出期限の日から 開札の時ま での期間に、 北海道森林管理

局長から 「 工事請負契約指名停止等措置要領」（ 昭和59年６ 月11日付け59林野経第1

56号林野庁長官通知） に基づく 指名停止を 受けていないこ と 。

( 7) 北海道森林管理局管内の森林管理（ 支） 署長が発注し た同種工事で、 平成３ １ 年

４ 月１ 日から 令和３ 年３ 月３ １ 日ま での２ 年間に完成・ 引き 渡さ れた工事の実績が

ある 場合においては、 当該工事に係る 評定点の平均が65点以上である こ と 。

( 8) 上記１ に示し た工事に係る 設計業務等の受託者又は当該受託者と 資本関係又は人

的関係がある 建設業者でないこ と 。（ 入札説明書参照）

( 9) 入札に参加し よ う と する 者の間に資本関係又は人的関係がないこ と （ 資本関係又

は人的関係があ る 者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員であ る 場合を 除

く 。）。（ 入札説明書参照）

( 10) 建設業法に基づく 本店、 支店又は営業所が、 北海道森林管理局管内（ 北海道内）

に所在する こ と 。 ま た、 経常建設共同企業体と し て申請書及び資料を提出する 場合

は、 有資格者名簿に記載さ れている 共同企業体の本店所在地が、 上記区域内である

こ と 。

( 11) 警察当局から 、 暴力団員が実質的に経営を支配する 建設業者又はこ れに準ずる も

のと し て、 農林水産省発注工事等から の排除要請があり 、 当該状態が継続し ている

者でないこ と 。

（ 12） 以下の届出を し ていない建設業者（ 当該届出の義務がない者を 除く 。） でないこ

と 。

① 健康保険法（ 大正11年法律第70号） 第48条の規定によ る 届出

② 厚生年金保険法（ 昭和29年法律第115号） 第27条の規定によ る 届出

③ 雇用保険法（ 昭和49年法律第116号） 第7条の規定によ る 届出

３ 競争参加資格の確認等



( 1) 本競争入札の参加希望者は、 上記２ に掲げる 競争参加資格を 有する こ と を 証明す

る ため、 次に掲げる と こ ろ に従い、 申請書及び資料を 提出し 、 分任支出負担行為担

当官から 競争参加資格の有無について確認を 受けなければなら ない。

( 2) 申請書及び資料の提出期間、 場所及び方法

①提出期間： 令和３ 年８ 月23日から 令和３ 年９ 月３ 日ま で（ 行政機関の休日に関す

る 法律（ 昭和63年法律第91号） 第１ 条第１ 項に規定する 行政機関の休

日（ 以下「 休日」 と いう 。） を 除く 。） の９ 時から 17時ま で。

ま た、 申請書及び資料については、 提出期間の中で極力早めに提出願

いま す。

②場所： 〒０ ６ ８ －０ ０ ０ ３ 岩見沢市３ 条東17丁目34番地

空知森林管理署 業務グループ（ 土木担当）

電話： 050-3160-5715

③その他： 電子入札シス テム を 用いて提出する こ と 。 詳細は入札説明書によ る 。 た

だし 、 承諾を 得て紙入札によ る 場合は②の場所に持参する こ と 。

( 3) 申請書及び資料は入札説明書に基づき 作成する こ と 。

( 4) ( 2) の①に規定する 期間内に申請書及び資料を提出し ない者又は競争参加資格がな

いと 認めた者は本競争入札に参加でき ない。

４ 総合評価落札方式に関する 事項

( 1) 総合評価落札方式の仕組み

本工事の総合評価落札方式は以下の方法によ り 落札者を 決定する 方式と する 。

① 入札説明書に示さ れた競争参加資格を 満たし ている 場合に、 標準点100点を 付

与する 。

② 上記２ の( 6) の資料で示さ れた実績等によ り 、 最大 30点の加算点を 与える 。

③ 上記３ の( 1) の資料、 下記６ の( 12) の施工体制に関する ヒ アリ ング及び追加資

料等の内容に応じ て、 最大30点の施工体制評価点を 与える 。

④ 得ら れた標準点、 加算点及び施工体制評価点の合計を 当該入札者の入札価格

で除し て算出し た値（ 以下「 評価値」 と いう 。） を用いて落札者を 決定する 。

その概要を 以下に示すが、 具体的な技術的要件及び入札の評価に関する 基準

等については、 入札説明書において明記する 。

( 2) 評価項目

以下に示す項目を 評価項目と する 。
ア 施工能力等

① 企業の施工実績

② 配置予定技術者の能力
③ 企業の安全管理状況

イ 信頼性・ 社会性

① 地域精通度
② 地域貢献度

ウ 施工体制の確保に関する 事項

※ア及びイ の２ 項目で最大30点

ウ で最大30点の施工体制評価点と する 。



( 3) 落札者の決定の方法

入札参加者は価格及び申請書、 資料を も っ て入札する 。 標準点に加算点及び施工

体制評価点を 加えた点数を その入札価格で除し て評価値（ 評価値＝｛（ 標準点＋加

算点＋施工体制評価点） ／（ 入札価格）｝） を算出し 、 次の条件を 満たし た者のう ち、

算出し た評価値が最も 高い者を落札者と する 。

ただし 、 予定価格が１ 千万円を 超える 工事について、 落札者と なる べき 者の入札

価格では当該契約の内容に適合し た履行がなさ れないおそれがある と 認めら れる と

き 、 又はその者と 契約を 締結する こ と が公正な取引の秩序を 乱すこ と と なる おそれ

があっ て著し く 不適当である と 認めら れる と き は、 入札価格が予定価格の制限の範

囲内で、 発注者の求める 最低限の要求要件を 全て満たし て入札し た他の者のう ち、

評価値が最も 高い者を 落札者と する こ と がある 。

① 入札価格が予定価格の制限の範囲内である こ と 。

② 評価値が標準点（ 100点） を予定価格で除し た数値「 基準評価値」 を 下回ら な

いこ と 。

５ 入札手続等

( 1) 担当部局

〒０ ６ ８ －０ ０ ０ ３ 岩見沢市３ 条東17丁目34番地

空知森林管理署 業務グループ（ 土木担当）

電話： 050-3160-5715

( 2) 入札説明書等の交付期間、 場所及び方法

①交付期間： 令和３ 年８ 月23日から 令和３ 年９ 月24日ま で（ 休日を 除く 。） の９ 時

から 17時ま で。（ 12時から 13時ま でを 除く 。）。

②場所： 〒０ ６ ８ －０ ０ ０ ３ 岩見沢市３ 条東17丁目34番地

空知森林管理署 業務グループ（ 土木担当）

電話： 050-3160-5715

③その他： 配付資料は無料であ る が、 入札説明書等を 記録する ためのＣ Ｄ －Ｒ （ 未

使用のも のに限る 。） を持参する こ と 。

( 3) 入札及び開札の日時、 場所及び提出方法

入札書は、 電子入札シス テム によ り 提出する こ と 。 ただし 、 やむを 得ない事情に

よ り 発注者の承諾を 得た場合は、 紙入札によ る 入札書を 持参する こ と 。 郵送等の持

参以外の方法によ る 提出は認めない。

① 電子入札シス テム によ る 場合

入札開始日時 令和３ 年９ 月21日９ 時00分

入札締切日時 令和３ 年９ 月27日10時00分
② 紙入札方式によ り 持参する 場合は、 令和３ 年９ 月27日10時00分に空知森林管理

署会議室へ持参の上、 入札する こ と 。

③ 開札は、 令和３ 年９ 月27日10時00分 空知森林管理署会議室において行う 。

④ 紙入札方式によ る 競争入札の執行に当たっ ては、 分任支出負担行為担当官によ

り 競争参加資格がある と 確認さ れた旨の通知書の写し 及び委任状がある 場合は委

任状を 持参する こ と 。



６ その他

( 1) 手続において使用する 言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る 。

( 2) 入札保証金及び契約保証金

① 入札保証金 免除

② 契約保証金 納付( 保管金の取扱店 日本銀行岩見沢代理店）。

ただし 、 以下の条件を 満たすこ と によ り 契約保証金の納付に代える こ と ができ

る 。

ア 利付き 国債の提供( 保管有価証券の取扱店 日本銀行札幌東代理店）

イ 金融機関若し く は保証事業会社（ 公共工事の前払金保証事業に関する 法律（ 昭

和27年法律第184号） 第２ 条第４ 項に規定する 保証会社を いう 。） の保証( 取扱

官庁空知森林管理署)

ま た、 公共工事履行保証証券によ る 保証を 付し た場合又は履行保証保険契約

の締結を 行った場合には、 契約保証金の納付を 免除する 。

( 3) 工事費内訳書の提出

第１ 回の入札に際し 、 第１ 回の入札書に記載さ れる 入札金額に対応し た工事費内

訳書を 電子入札シス テム 等によ り 提出する こ と 。 紙入札方式の場合は、 入札書と と

も に工事費内訳書（ 様式自由） を 提出する こ と 。 なお、 当該工事費内訳書未提出の

入札は無効と する 。

( 4) 入札の無効

① 本公告に示し た競争参加資格のない者が行っ た入札、 申請書又は資料に虚偽の

記載を し た者が行っ た入札及び入札に関する 条件に違反し た入札は無効と する 。

② 無効の入札を 落札者と し たこ と が明ら かと なっ た場合には、 落札決定を 取り 消

す。

③ 分任支出負担行為担当官から 競争参加資格のある こ と を 確認さ れた者であっ て

も 、 開札の時において上記２ に掲げる 資格がない場合は、 競争参加資格のない者

に該当する 。

( 5) 配置予定監理技術者の確認

落札者決定後、 CORI NS（ 一般財団法人日本建設情報総合セン タ ーの工事実績情報

シス テム ） 等によ り 配置予定の監理技術者等の専任制違反の事実が確認さ れた場合、

契約を 締結し ないこ と がある 。 なお、 分任支出負担行為担当官によ り やむを 得ない

も のと し て承認さ れた場合の他は、 配置予定監理技術者等の変更は認めら れない。

( 6) 契約書作成の要否 要。

( 7) 関連情報を 入手する ための照会窓口 上記５ の( 1) に同じ 。

( 8) 一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加

上記２ の( 2) に掲げる 一般競争参加資格の認定を 受けていない者も 上記３ の( 2) に

よ り 申請書及び資料を 提出する こ と ができ る が、 競争に参加する ためには、 開札の

時において、 当該資格の認定を 受け、 かつ競争参加資格の確認を 受けていなければ



なら ない。

( 9) 申請書及び資料の内容のヒ アリ ン グ

申請書及び資料の内容についてのヒ アリ ン グは原則と し て行わない。 なお、 ヒ ア

リ ン グ実施の必要が生じ た場合は別途通知する 。

( 10) 本案件は、申請書及び資料の提出及び入札を電子入札シス テム で行う も のであり 、

詳細については、 入札説明書及び「 電子入札シス テム 運用基準（ 建設工事及び測量

・ 建設コ ン サルタ ン ト 等業務）」（ 平成16年7月29日付け16林政政第269号林野庁長

官通知） によ る 。

( 11) 発注者綱紀保持対策について

農林水産省の発注事務に関する 綱紀保持を 目的と し た、 農林水産省発注者綱紀保持

規程（ 平成19年農林水産省訓令第22号） 第10条及び第11条にのっ と り 、 第三者から 以

下の不当な働き かけを 受けた場合は、 こ れを 拒否し 、 その内容（ 日時、 相手方及び働

き かけの内容） を記録し 、 同規定第９ 条に基づき 設置する 発注者綱紀保持委員会（ 以

下、「 委員会」 と いう 。） に報告し 、 委員会の調査分析において不当な働き かけと 認

めら れた場合には、 当該委員会を 設置し ている 期間において閲覧及びホーム ページに

よ り 公表する 。

（ 不当な働き かけ）

① 自ら に有利な競争参加資格の設定に関する 依頼

② 指名競争入札において自ら を指定する こ と 又は他者を指名し ないこ と の依頼

③ 自ら が受注する こ と 又は他者に受注さ せないこ と の依頼

④ 公表前における 設計金額、 予定価格、 見積金額又は低入札価格調査制度の調査

基準価格に関する 情報聴取

⑤ 公表前における 総合評価落札方式における 技術点に関する 情報聴取

⑥ 公表前における 発注予定に関する 情報聴取

⑦ 公表前における 入札参加者に関する 情報聴取

⑧ その他の特定の者への便宜又は利益若し く は不利益の誘導につながる おそれの

ある 依頼又は情報聴取

( 12) 施工体制を評価する ために、 申請書およ び資料の内容のヒ アリ ン グと は別に、 施

工体制に関する ヒ アリ ングを実施する と と も に、 申請書およ び資料と は別に追加資

料の提出を求める 場合がある 。

なお、 ヒ アリ ン グに応じ ない者及び追加資料を 提出し ない者が行った入札は、 入

札に関する 条件に違反し た入札と し て無効と する 。

( 13) 詳細は入札説明書によ る 。
ま た、 入札に参加を 希望する 者は、 北海道森林管理局ホームページに掲載さ れて

いる 競争契約入札心得を熟知のう え、 入札に参加する こ と 。
掲載場所： 北海道森林管理局 > 公売・ 入札情報 > 競争参加資格関係・ 入札参加

者への注意事項等 > 資料７ ： 北海道森林管理局競争契約入札心得

( 14) 本公告に記載のない事項については、北海道森林管理局競争契約入札心得によ る 。



お知ら せ

農林水産省の発注事務に関する 綱紀保持を 目的と し て、 農林水産省発注者綱紀保持
規程（ 平成19年農林水産省訓令第22号） が制定さ れま し た。 こ の規程に基づき 、 第三
者から 不当な働き かけを 受けた場合は、 その事実を ホーム ページで公表する など の綱

紀保持対策を 実施し ていま す。
詳し く は、 北海道森林管理局ホームページ（ ht t p: //www. r i nya. maf f . go. j p/hokkai d

o/appl y/publ i csal e/kei yaku/cont r act . html ） をご覧下さ い。

http://www.rinya.maff.go.jp/hokkaid


（別添２）

標準点 施工能力 施工体制 入札価格 評価値 入札価格 評価値

総計 加算点 評価点 （消費税抜き） （点／百万円） （消費税抜き） （点／百万円）

円　 円　

154.1 100.0 24.1 30.0 13,400,000 11.500

　　　注）上記金額は、入札者が見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額である。

入札執行月日　　　　　　　　　

　　　　　　　開札結果は上記の金額のとおり相違ありません。

執行官 農林水産 事務官 　

立会職員 農林水産 事務官 　

確認職員 農林水産 事務官 　

令和　３年　９月２７日

阿部　　聡

入札物件番号（第 号） 工事名：矢野沢林道外改良工事

技術評価点

武森美紀男

阿部　　聡

落札株式会社植田組 1

辞退京谷建設工業株式会社

入札執行調書（省略型総合評価落札方式）

入札者の商号又は名称

第　１　回　入　札

備考

第　２　回　入　札

備考
評価順位 評価順位



別添１

競争参加資格確認結果書

　 １ 　 工  事  名 矢野沢林道外改良工事

　 ２ 　 所属事務所 空知森林管理署

　 ３ 　 入札公告日

　 ４ 　 競争参加資格確認結果通知期限日

資格の有無

有

有

資格確認申請者

　 京谷建設工業株式会社

　 株式会社植田組

令和3年8月20日

　 　 資格がないと 認めた理由

令和3年9月12日



 

　 　　令　和 3 年　度　　

路線名

工　事　名

施　工　地

森林管理局 北海道森林管理局

森林管理署

事務所名等 本署

空知森林管理署

矢野沢林道外

（別添３）

積　　算　　内　　訳　　書

矢野沢林道外改良工事

北海道芦別市



               本　工　事　費　内　訳　表
      

工事名   矢野沢林道外改良工事
 空知森林管理署  本署
明細No 費 目 工　　　　　　種 数 量 単 位 単 価 金 額

1 直接工事費 路体強化工 930.00 m3 - 6,583,000
直接工事費計 6,583,000

2 間接工事費 共通仮設費 1.00 式 - 1,342,000
3 現場管理費 1.00 式 - 3,803,000

間接工事費計 5,145,000
工事原価 11,728,000

4 一般管理費等 1.00 式 - 2,431,000
工事価格 14,159,000

- 消費税相当額 10.00 % - 1,415,900
本工事費計 15,574,900

摘 要



       明　　　　細　　　　表

1 路体強化工 矢野沢林道

ｺｰﾄﾞNo （構造） （森林管理署名） （事務所名）

敷厚=10cm 幅員=3.0m 空知森林管理署 本署 北海道（豪） 1 空知(赤平･芦別･砂川･歌志内） 12

単価No 名　　　　　称 規　　　格 数　　量 単位 単　価 金　　額 備　　考

7003 砂利敷 敷厚＝10cm、モーターグレーダー3.1m3級、排出ガス対策型（第１次基準） 930.00 m3 7,041 6,548,130
4838 路面整正（３回掛） モーターグレーダ3.1m級、排出ガス対策型（第１次基準値） 3.10 ㎞ 11,280 34,968

頁  計  6,583,098
計 [6583098] 6,583,000

割出単価 7,078
（備考） 金額計の内  労務費（運転手・助手外）　労務補正率（0%）　週休２日補正係数（1.00） 225,060

金額計の内  労務費（運転手・助手）　労務補正率（0%）　週休２日補正係数（1.00） 931,516
金額計の内  形成材料 0
金額計の内  機械賃料　　週休２日補正係数（1.00） 1,288,980

メインブロック サブブロック



明　　　細　　　表
　 　 　

2   間接工事費　共通仮設費 支給品費・無償貸付機械評価額 処分費等・飛行経費 鋼桁、門扉工場原価・別途製作する標識柱

(構造)    Ｔ　直接工事費(+) 6,583,000 　o　適用諸経費率  
   Ａ　積上仮設費等(+) 0 　a　原定率共通仮設費率(%) 15.69
   Ｓ　対象額算定組込経費(+) 　b　施工地域補正係数 1.3  
   Ｈ　対象額算定除外経費(-) c　週休2日補正係数 1.00
   Ｐ　定率仮設費算定対象額 6,583,000 d  採用仮設費率  a * b * c 20.40

単価No 名　　　　称 規　　　格 数　量 単位 単　価 金　　　額 備　　考
  小計 0 0
  定率共通仮設費  P  *  20.4 % 1.00 式 1,342,000

  計 1,342,000

（備考） （参考）金額計の内労務費の金額 0 %割増 0

12 道路維持工事


